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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが続いている。需要面を

みると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回り、新車販売台数の回復が続くなど、

緩やかに持ち直している。住宅投資・設備投資・公共投資は、持ち直し基調が続いている。

輸出は増加に転じている。観光は、外国人入国者数、来道客数とも好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数・金額とも前年を下回っ

た。消費者物価は、８か月連続で前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、８月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を０．９ポイン

ト上回る５１．５となり、２か月連続で上昇し

た。また、横ばいを示す５０を２か月連続で上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．０ポイント上回る５１．８となり、横ばいを

示す５０を２か月ぶりに上回った。

７月の鉱工業生産指数は９５．６（季節調整済

指数、前月比▲１．０％）と３か月連続で低下

した。前年比（原指数）で＋０．３％と９か月

連続の上昇であった。

業種別では、電気機械工業等９業種が前月

比低下、金属製品工業等の７業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア

76543229/11211109828/7
-10

-2
-4

0
2
4

8
6

-6
-8

３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者～４か月連続ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

７月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．４％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲５．５％）は、その他は前

年を上回ったものの、衣料品、身の回り品、

飲食料品は前年を下回った。スーパー（同

＋２．１％）は、衣料品、飲食料品、その他が

前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．７％）

は、４６か月連続で前年を上回った。

７月の乗用車新車登録台数は、１６，６９６台

（前年比＋２．３％）と１２か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同▲１．２％）と

小型車（同▲１．４％）が前年を下回ったが、

軽乗用車（同＋１２．２％）が前年を上回った。

１～７月累計では、１１７，４０６台（前年比

＋９．３％）と前年を上回っている。普通車

（同＋６．３％）、小型車（同＋１２．４％）、軽乗用

車（同＋９．３％）といずれも前年を上回って

いる。

７月の札幌ドームへの来場者数は、２９７千

人（前年比▲２０．８％）と４か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球が１７６千人

（同▲４３．７％）、プロサッカーが４６千人（同

＋９１．１％）、その他が７６千人（同＋９４．０％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

２９，２７６人（同▲６．２％）、プロサッカーが

２３，１２２人（同＋９１．１％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

７月の住宅着工数は、３，５９５戸（前年比

＋７．５％）と３か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲０．７％）、貸家

（同＋７．１％）、給与（同＋１４．３％）、分譲（同

＋４０．８％）と持家を除いては増加した。

１～７月累計では、２０，７７３戸（前年比

＋６．７％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋１．６％）、貸家（同

＋７．１％）、給与（同＋９８．３％）、分譲（同

＋１４．８％）と全項目で増加している。

７月の民間非居住用建築物着工面積は、

２１９，８４８㎡（前年比＋２５．０％）と２か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋７９．１％）、非製造業（同＋２１．８％）がいず

れも前年を上回った。

１～７月累計では、１，１２０，１２６㎡（前年比

＋７．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２５．９％）が前年を下回って

いるが、非製造業（同＋１２．８％）が前年を上

回っている。

８月の公共工事請負金額は、７１７億円（前

年比＋３．８％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。発注者別では、国（同▲９．６％）、市町村

（同▲６．１％）、その他（同▲２９．４％）が前年

を下回ったが、独立行政法人（同＋２４４．７％）、

北 海 道 （ 同 ＋２７．６％ ）、 地 方 公 社 （ 同

＋１８０３．０％）が前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道客数～７か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１４か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が３か月ぶりの増加

貿易動向

（資料：函館税関）

７月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，３０６千人（前年比＋０．２％）と７か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲２５．１％）が前年を下回ったが、航空機

（同＋２．５％）とフェリー（同＋７．４％）が前

年を上回った。

１～７月累計では、７，５８２千人と前年を

２．７％上回っている。

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１７７，５１２人（前年比＋２４．１％）と１４か月

連続で前年を上回った。１～７月累計では、

９１９，１５６人（同＋１８．８％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１５６，０９０

人（前年比＋２９．２％）、函館空港が９，３８７人

（同＋２１．４％）、旭川空港が８，３５２人（同

▲２．８％）だった。

７月の貿易額は、輸出が前年比１２．２％増の

３２３億円、輸入が同５３．０％増の９２０億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼くず、有機化合物、船舶など

が増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、魚介類・同調

整品などが増加した。

輸出は、１～７月累計では２，２７９億円（前

年比＋２．７％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・金額とも前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）

生鮮食品除く総合（前年比・右目盛）
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平成27年
＝100.0

１４．消費者物価指数～８か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０９倍（前年比＋０．０４ポイント）と９０か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲３．４％減少し３か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、運輸

業・郵便業（同＋１．９％）などが前年を上

回ったが、サービス業（同▲１１．４％）、卸売

業・小売業（同▲８．０％）などが減少した。

８月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

▲２７．３％）、負債総額が２２億円（同▲１８．３％）

だった。件数は２か月連続で前年を下回っ

た。負債総額は３か月ぶりに前年を下回っ

た。

業種別では、建設業が４件、卸売業および

サービス・他が各３件などとなった。

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．４（前月比▲０．２％）と６か

月ぶりに減少した。前年比は＋１．１％と、８

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、７月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格も、概ね安定して推移している。

道内経済の動き
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（年度）

実質経済成長率（％） 北海道 全国

（注）１. 全国は内閣府調べ。29年度は日本銀行政策委員会「大勢見通し｣(７月時点)の中央値。
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。27年度以降は当行推計。
　　　３. 平成17年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準方式。
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北海道経済の現状は、緩やかに回復している。個人消費は緩やかに持ち直している。

設備投資は足元堅調に推移している。住宅投資、公共投資は前年を上回っている。この

間、景況感の現状判断は上昇に転じている。

平成２９年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は雇用・所得環境の改

善に加え、物価上昇率が低位にとどまることが見込まれることから、緩やかな持ち直し

が続こう。住宅投資は、金融環境などの変化から貸家が減速するものの幾分前年を上回

ろう。設備投資は、大型投資のあった前年の反動から減少するものの、高水準を維持し

よう。公共投資は、台風復旧工事や経済対策の執行本格化により、高水準の前年を上回

ろう。国内・海外経済の回復や観光客の入り込み増加を背景に、移輸出は増加しよう。

この結果、実質経済成長率は１．０％（２８年度０．９％）、名目経済成長率は１．３％（同

０．９％）となろう。

平成２９年度北海道経済の見通し
＜改訂＞
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１．平成２９年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は４～６月期の国内総生産

（四半期別GDP・１次速報値）が前期比１．０％

増（年率＋４．０％）となるなど、景気は回復

している（図表１）。人手不足を背景とした

雇用環境の改善や、生鮮食品価格の安定化・

堅調な株価などによる消費者マインドの持ち

直しによって、個人消費は６四半期連続の増

加となった。住宅投資も相続税対策等のため

の貸家の増加を中心として増加した。民間企

業設備は高水準の企業収益や人手不足対応な

どを背景として堅調に推移した。輸出も持ち

直し基調が続いている。

先行きについて、個人消費は、雇用・所得

環境の改善を背景に、緩やかに持ち直そう。

住宅投資は、マンション価格の高止まりや高

水準で推移してきた貸家需要の減速が下押し

圧力となるが、低水準の金利が下支えし底堅

く推移しよう。設備投資は、海外経済の回復

や高水準の企業収益を背景として企業マイン

ドが改善し、緩やかに増加しよう。公共投資

は、平成２８年度補正予算の執行により、堅調

に推移しよう。輸出は、海外経済の回復が続

くことが見込まれ、持ち直しが続こう。

これらのことから国内経済は、緩やかな回

復が続くものとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、緩やかに回復してい

る。個人消費は、雇用・所得環境の改善を背

景に緩やかに持ち直している。設備投資は足

元堅調に推移している。住宅投資や公共投資

は前年を上回っている。内閣府が発表した本

年７月の『景気ウォッチャー調査』では、北

海道の景気の現状判断DIは６月から１．３ポイ

ント上昇し５０．６となり、好不況の判断の目安

となる５０を上回った（図表２）。また、当行

が５月から６月にかけて行った『道内景気に

関する調査』においても、「景気判断DI（回

復と回答した企業の割合―悪化と回答した企

業の割合）」は、前年から２３ポイント改善の

＋６と２年ぶりのプラス水準となっている

（図表３）。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善から緩やかな持ち直しが続こ

う。住宅投資は、金融環境の変化などによっ

て貸家への投資マインドが後退し緩やかに減

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報２０１７年４‐６月期・１次速報」） （資料：内閣府）
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速しよう。設備投資は、前年の反動から減少

するものの、高水準を維持しよう。公共投資

は、補正予算の執行や台風被害の復旧工事の

本格化により、高水準の前年を上回ろう。観

光関連では、外国人観光客や国内客の増勢が

続き、好調が続こう。

物価の動向をみると、平成２８年春から平成

２９年にかけての原油価格持ち直しがエネル

ギー価格押し上げに寄与し、消費者物価指数

（生鮮食品を除く総合）は平成２８年１２月以降

前年を上回る月が続いている（図表４）。

物価の先行きを展望すると、原油価格が海

外経済の回復や産油国の減産調整に伴い緩や

かな上昇基調にあることや（図表５）、既往

の為替相場の円安方向への動きが価格上昇圧

力を高める方向に作用することで、諸物価は

徐々に上昇していこう。しかしながら、個人

消費の改善ペースが緩やかである中で、物価

上昇ペースは緩慢なものにとどまろう。

以上のような経済状況を勘案すると、平成

２９年度の道内経済成長率は実質成長率１．０％

（２８年度０．９％）、名目成長率１．３％（同０．９％）

となり、３年連続のプラス成長となろう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、飲食料品を中心とし

てスーパー販売額は１０カ月連続で前年を上

回っているほか、乗用車販売も、普通車の販

売が新型ハイブリッド車発売以降伸びてお

り、小型車・軽自動車にも持ち直しの動きが

みられるなど、個人消費関連指標は底堅い動

きが続いている（図表６、７）。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が２月から３

月にかけて行った『雇用動向に関する調査』

において、雇用の過不足感を示す「雇用人員

判断DI（過剰企業割合―不足企業割合）」は

△４２と、平成２２年から８年連続の低下とな

図表３ 景気判断DIの推移

（資料：北洋銀行）

図表４ 図表５消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道） （資料：IMF）
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り、バブル期ピーク（平成３年△４９）に迫る

水準となっている（図表８、９）。企業の人

手不足感が一段と強まる中で、有効求人倍率

は７年以上にわたって前年を上回っているほ

か、新規求人数も、依然としてパート従業員

の求人が３割程度を占めているものの増加が

続いている。これらの動きを受けて、雇用者

数も増加傾向にあり、雇用環境は改善が続こ

う（図表１０）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっており、平成２８年６月以降、

現金給与総額は前年を上回っている（図表

１１）。当行が５月から６月にかけて行った

『賃金動向に関する調査』においても、今年

度、定期給与（基本給・諸手当等）を引上げ

予定の企業は７３％、特別給与（賞与・期末手

当等）を引上げ予定の企業は２５％と、いずれ

も前年調査を上回っている（図表１２）。ま

た、最低賃金も引き上げが見込まれる（平成

（項目） 全産業 製造業 非製造業

過剰 ４ ４ ４

適正である ５０ ６７ ４４

不足 ４６ ２９ ５１

雇用人員判断DI ▲４２ ▲２５ ▲４７

（前年同時期） ▲３９ ▲２５ ▲４４

雇用人員判断DI ：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足と
した企業の割合」

図表８ 雇用人員判断DIの推移

（資料：北洋銀行）

図表６ 図表９大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

業種別の人員過不足感

（資料：北海道経済産業局） （資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」）

図表７ 図表１０乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

雇用者数の推移（北海道）

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会） （資料：総務省、北海道「労働力調査」）
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２９年１０月以降道内最低賃金は７８６円／時から

８１０円／時）など、雇用環境の改善などを通

じて道内全体の所得は増加しよう。

以上のように、雇用・所得環境は今後も改

善が見込まれる。足元では社会保障をはじめ

とする将来不安などから節約志向が根強く、

また、年金額の減額改定が個人消費の重石と

なることが懸念されるものの、初夏の猛暑が

家電販売を押し上げたことや、エコカー補助

金・家電エコポイント制度によって需要が先

食いされてきた耐久消費財のサイクル到来に

伴う買い替え需要が見込まれることなどか

ら、個人消費は緩やかな持ち直しが続こう。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．９％、名目成長率１．３％となろう。

（２）政府最終消費支出

平成２７年国勢調査において、北海道の高齢

者（６５歳以上）人口は前回調査（平成２２年）

に比べ１４．８％増加、総人口に占める割合は

２４．７％から２９．１％へ４．４ポイント上昇と、高

齢化が一段と進んでいる。一方で、平成２８年

度の診療報酬改訂では、診療報酬は全体で

０．８４％の引き下げが図られているものの、前

述のような高齢者人口の増加を受けて、政府

最終消費支出の約４割を占める現物社会給付

（医療費・介護費など）は増加が続こう。

また、本年８月人事院は、平成２９年度の国

家公務員給与について月例給０．１５％、ボーナ

ス０．１０カ月の引上げを勧告した。北海道およ

び市町村の給与についても民間給与との格差

を踏まえた引き上げが実施されており、平成

２９年度も引き上げが見込まれる。一方、対象

となる公務員の年齢別階層構成の変化が給与

引上げ効果を減殺し、雇用者報酬総体でみれ

ば前年比横ばい程度に止まろう。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．７％、名目成長率０．９％となろう。

（３）住宅投資

日本銀行のマイナス金利政策によって低水

準が続く住宅ローン金利を背景とした住宅取

得や、相続税負担の軽減・収益獲得を目的と

した不動産投資の増加により、平成２９年１～

６月の新設住宅着工戸数は、前年比６．６％増

と前年を大きく上回る水準で推移している。

一方、年度後半にかけては、金融環境の変

化などによって、住宅投資を牽引してきた貸

家投資（平成２９年１～６月の新設着工戸数は

前年比７．１％増）にマインドの後退が生じる

図表１１ 名目賃金指数の推移（北海道）

（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）

図表１２ 賃金引上げの推移（引上げとした割合）

（資料：北洋銀行）
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ことが見込まれ、住宅投資は緩やかに減速し

よう。

平成２９年度について住宅投資を利用目的別

に展望すると、これまで高い伸びが続いた貸

家は、金融環境の変化などによって今後減速

することが見込まれるが、前年を幾分上回ろ

う。持家および分譲戸建ては、所得環境の改

善や低金利に支えられるものの、マイナス金

利政策の効果が一巡し前年を幾分下回ろう。

分譲マンションは、人件費・労務費や資材価

格の上昇を背景とした販売価格の高止まりが

重石となっているが、相対的に価格の低い札

幌市中央区以外での開発計画が増加し、前年

を上回ろう。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，２４６戸、貸家が２１，９４５戸、分譲が

４，０１５戸（分譲マンション２，０５８戸、分譲戸建

１，９５７戸）、給与（社宅）が４３７戸、合計

３７，６４３戸程度となり、２８年度実績（３７，５１５

戸）を１００戸程度上回ろう（図表１３）。

この結果、住宅投資は、実質成長率０．１％、

名目成長率１．１％となろう。

（４）設備投資

平成２９年４～６月累計の民間非居住用建築

物の工事予定額は、前年を０．１％上回り堅調

に推移している（図表１４）。道外客・外国人

客の増加に対応したホテルの新築・改装が相

次いでいるなど、北海道の主力産業である観

光関連業種での設備投資がみられるほか、物

流施設の新設や農業関連施設の建設などが進

んでいる。また、札幌市をはじめ道内中核都

市で複数の再開発事業が進行中であり、この

他、エネルギー分野では、再生可能エネル

ギー利用を目的とした大型投資もみられる

（図表１５）。

平成２９年度を展望すると、平成２９年６月に

日本政策投資銀行北海道支店が行った『北海

道地域設備投資計画調査』（原則、資本金１億

地区 主要用途 事業規模

札幌市東区 物流施設 ６５，６６６．５㎡

札幌市中央区南 ホテル １１，０６７㎡

札幌市北区 ホテル、事務所、駐車場 ６，７３１㎡

札幌市中央区南 ホテル ６，６００㎡

千歳市 空港施設整備 複数年度・
４７，０００㎡（２００億）

札幌市東区 物流施設 ６８，０００㎡

標茶町、大樹町など 乳製品生産工場 複数年度
（７７０億円）

芽室町 乳製品生産工場 ９，４００㎡（９０億円）

大空町など 農業関連施設 １４施設（２１４億円）

図表１３ 住宅着工戸数の推移（北海道）

（資料：国土交通省、２９年度以降は当行推計）

図表１４ 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省）

図表１５

（資料：新聞報道、ホームページを基に当行作成）
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円以上の民間企業が対象）において、平成２９

年度の道内設備投資計画は全産業で前年比

７．１％減となっている（製造業・同＋４．０％、

非製造業同△９．９％）（図表１６）。中小企業の設

備投資動向に大企業の減少を補填するまでの

力強さはなく（図表１７）、大型投資に左右さ

れやすい北海道の設備投資構造のため、設備

投資は、前年の医療等の大型投資や空港関連

施設の増強投資等の反動から減少が見込まれ

るものの、高水準を維持しよう。

この結果、設備投資は、実質成長率

△１．３％、名目成長率△０．７％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、平成２９

年４～６月の累計金額が前年比９．６％増とな

るなど、堅調な動きがみられる。また、先行

きも、台風被害の復旧工事が本格化している

ことや、平成２８年度補正予算による大型経済

対策の効果が本格的に現れ、景気を押し上げ

よう。また、北海道新幹線札幌延伸工事の発

注増加なども見込まれることから、公共投資

は高水準を維持しよう（図表１８、１９）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

５．９％、名目成長率６．７％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

平成２９年４～６月の貿易統計（函館税関）

をみると、財の輸出は、自動車の部分品、一

２０１６年度 ２０１７年度 増減率

全産業 ５，１０９ ４，７４９ ▲７．１

（除く電力） （３，３８４） （３，１９９） （▲５．５）

製造業 １，０３５ １，０７６ ４．０

非製造業 ４，０７４ ３，６７３ ▲９．９

（除く電力） （２，３４９） （２，１２３） （▲９．６）

図表１６ 図表１８２９年度業種別設備投資の動向
（単位：億円、％）

公共工事請負金額（北海道）

（資料：日本政策投資銀行） （資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２８年度以降は当行推計）

図表１７ 図表１９設備投資実施企業の割合 整備新幹線事業費

（資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」） （資料：国土交通省資料などを基に当行作成）
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般機械などの減少により、前年を２．６％下

回って推移している。

平成２９年度については、これまで輸出を牽

引してきたホタテ貝の減産などの影響が残る

ものの、海外経済の回復に伴い鉄鋼などの輸

出が増加基調で推移するほか、「北海道ブラ

ンド」人気や世界的な日本食ブームを背景と

して、魚介類・同調整品や農畜産品、スイー

ツなどの加工食品の輸出増が見込まれる。更

に、定期点検に伴う石油化学工場操業休止の

特殊要因が剥落する石油製品や化学製品の輸

出も通常ペースに復することから、財の輸出

は増加しよう。財の移出は内需の回復により

前年を上回ろう。

観光関連では、格安航空会社（LCC）など

の新規就航・増便、クルーズ客船の寄港増加

によって需要が掘り起こされ、観光客の入り

込みは増加基調が続くとみられる。外国人観

光客による道内での消費は、購入の中心が化

粧品など相対的に客単価の低い品目に移行し

ているものの、入り込み客数は増加が続いて

おり、引き続き前年を上回るとみられる（図

表２０、２１）。国内向けの移出についても、国

内経済の回復が続いていることに加え、来道

者数の増加が寄与し増加しよう（図表２２）。

この結果、移輸出は、実質成長率１．７％、

名目成長率３．１％となろう。

（Ｂ）移輸入

平成２９年４～６月の貿易統計（函館税関）

をみると、財の輸入は、木材などが減少した

ものの、鉱物性燃料、魚介類および同調整

品、機械類および輸送用機器などが増加し、

前年を４６．１％上回って推移している。

平成２９年度については、大きなウェイトを

占める原油・粗油の輸入額は、前述の定期点

検による石油化学工場の操業休止もあり、前

年大幅に減少したが、特殊要因剥落により増

加しよう。また、水産部門での道内の漁獲量

図表２１ 訪日外国人来道者数（実人数）

（資料：北海道経済部、２８年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない

図表２０ 図表２２
訪日外国人１人当たり旅行支出推移（全国） 利用交通機関別の来道客数

（資料：国土交通省 観光庁） （資料：�北海道観光振興機構）
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減少を受けて輸入原料確保の動きが強まるこ

とも見込まれ、輸入は前年を上回ろう。

一方、移入は、設備投資の減少が重石とな

るものの、その他の道内需要（個人消費・公

共投資など）の持ち直しや改善により増加し

よう。

この結果、移輸入は、実質成長率１．７％、

名目成長率３．２％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

農業は、昨年の台風被害などにより一部の

作物で収穫量減少を見込むものの、生乳の生

産量増加・乳価引き上げが全体を押し上げる

だろう。耕作部門は、稲作の作況が平年並み

とすると、米の収穫量は前年を下回るが、ブ

ランド米の作付け増加や生産調整の進展によ

り価格上昇が見込まれ、生産額は増加しよ

う。総じてみれば、農業の総生産は０．７％増

となろう（図表２３）。

林業は、木質バイオマスの利用の拡大や高

水準の住宅着工などを背景として生産額が前

年を上回り、総生産は０．２％増となろう。

水産業は、生産額の３割超を占めるホタテ

貝が、平成２６年１２月の爆弾低気圧の影響（オ

ホーツク海産）や台風の高波による養殖施設

への被害（噴火湾産）などにより大幅な減産

が見込まれるほか、サケやサンマなどの主力

魚種も漁獲量を落とす見込みである。その他

の主力魚種は平成２８年度の記録的な不漁から

幾分持ち直し、魚価も品薄から高止まりが続

くものの減産を補うまでには至らず、総生産

は１．８％減が見込まれる（図表２４）。この結

果、一次産業の総生産は、０．１％増となろう。

（２）二次産業

足元の状況をみると、北海道内の鉱工業生

産活動の全体的な水準の推移を示す鉱工業生

産指数は緩やかに持ち直している（平成２９年

１～３月期：季節調整済前期比＋０．６％、４

～６月期：同＋１．８％）。漁獲量の不振や昨年

度の農作物への台風被害による原材料調達難

などから、食料品製造業は低調な推移が見込

まれるが、建設需要の増加に伴い「金属製品

工業」や「窯業・土石製品工業」などで増産

が見込まれるほか、海外需要の持ち直しに伴

い「輸送用機械工業」、「電気機械工業」など

も生産水準を高めよう。また、前年に定期点

図表２３ 図表２４水稲の収穫量（北海道） 漁獲金額の推移（北海道）

（資料：農林水産省「作況調査」、２９年は当行推計） （資料：北海道「北海道水産現勢」、２８年以降は当行推計）
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検による操業停止があった「石油・石炭製品

工業」などの生産が通常ペースに復すること

も全体の押し上げに寄与するとみられる。総

じてみれば、製造業の総生産は前年比２．３％

増となろう。建設業は、公共投資の大幅な増

加が見込まれるほか、高水準の設備投資・住

宅投資も下支えし、総生産は前年比４．５％増

となろう。

この結果、二次産業の総生産は前年比

３．３％増となろう。

（３）三次産業

「卸・小売業」は、雇用・所得環境の改善

による個人消費の持ち直しや建設需要の増加

を背景として底堅く推移しよう。「運輸業」は

新規航空路線の開設などによる旅客の増加

や、道内・国内経済の回復に伴う物流の活発

化により、前年を上回ろう。また、「サービ

ス業」では、ホテルなどで客室改装による単

価上昇が見込まれるほか、高齢化の進展を背

景として医療・介護なども安定した推移とな

ろう。

この結果、三次産業の総生産は、前年比

０．８％増となろう。

（平成２９年８月２４日公表）

平成２９年度北海道経済の見通し
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）

２９年度

（見通し）
２７年度 ２８年度 ２９年度

民間最終

消費支出

１１９，５０６

（△０．２）

１１９，６８６

（０．２）

１２１，２３０

（１．３）
△０．１ ０．３ ０．９

政府最終

消費支出

４８，３１９

（０．６）

４８，６３３

（０．６）

４９，０６３

（０．９）
０．９ ０．８ ０．７

総固定

資本形成

３４，６９６

（△１．３）

３６，２６４

（４．５）

３７，２１７

（２．６）
△１．３ ４．７ １．７

住宅投資

設備投資

公共投資

４，８９１

（５．６）

１５，２２８

（３．６）

１４，５７７

（△８．０）

５，１７８

（５．９）

１５，９１９

（４．５）

１５，１６７

（４．０）

５，２３５

（１．１）

１５，８０６

（△０．７）

１６，１７６

（６．７）

５．７

３．５

△８．４

６．２

４．７

４．３

０．１

△１．３

５．９

移 輸 出 ６３，５７３

（１．１）

６２，９３１

（△１．０）

６４，９０８

（３．１）
１．６ △０．６ １．７

移 輸 入

（ 控 除 ）

８０，２６０

（△２．６）

８０，０１３

（△０．３）

８２，５８８

（３．２）
△１．８ ０．２ １．７

道 内 総 生 産

（ 支 出 側 ）

１８６，１０１

（０．７）

１８７，８６７

（０．９）

１９０，２３１

（１．３）
０．６ ０．９ １．０

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２７年度 ２８年度 ２９年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

△０．１
０．２

△０．２

０．２
０．２
０．８

０．６
０．２
０．３

住宅投資
設備投資
公共投資

０．１
０．３

△０．６

０．０
０．４
０．３

０．０
△０．１
０．４

移輸出
移輸入 （控除）

０．５
△０．７

△０．２
０．１

０．５
０．７

道内総生産（支出側） ０．６ ０．９ １．０

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２９年度北海道経済の見通し
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）

２９年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２７年度 ２８年度 ２９年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，５８７

５，５７２

２５８

１，７５７

７，５４１

５，５８３

２６８

１，６９０

７，５５０

５，６２２

２６９

１，６６０

１．３

０．８

０．２

２．９

△０．６

０．２

３．８

△３．８

０．１

０．７

０．２

△１．８

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３１，１８１

２１９

１６，３３５

１４，６２７

３２，１３９

２２０

１６，６７８

１５，２４１

３３，２１１

２２２

１７，０６１

１５，９２７

△０．２

△２．８

２．２

△２．８

３．１

０．２

２．１

４．２

３．３

１．２

２．３

４．５

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４７，３１０

２４，８１３

２８，１２３

６５，７２０

２８，６５４

１４８，３４８

２５，０７８

２８，０６４

６６，４７０

２８，７３６

１４９，５０７

２５，４２６

２８，１２３

６７，１７３

２８，７８５

０．８

０．３

０．１

１．６

０．３

０．７

１．１

△０．２

１．１

０．３

０．８

１．４

０．２

１．１

０．２

道内総生産

（生産側）
１８６，１０１ １８７，８６７ １９０，２３１ ０．７ ０．９ １．３

四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２９年度北海道経済の見通し

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

連番 項目 経営上のチェックポイントと現経営者が成すべきこと

１
適切な労働
時間管理

雇用主は、僅かな例外を除いて、全ての労働者の勤務時間（出勤時刻と
退勤時刻）を記録することが求められています。この点に関し、年齢の高
い中小企業経営者とお話しすると、次のような重大な誤解に基づき、勤務
時間管理を行っていないことも少なくありません。

「彼は管理監督者だから時間管理は必要ない」⇒管理監督者に該当し時
間外労働手当の対象外であっても、長時間労働による健康悪化を防止する
義務が雇用主にあるため、また深夜労働時間（管理監督者でも別途割増賃
金の支払が必要）の把握のために、勤務時間を管理しなければなりません。

平成２９年６月５日に厚生労働省の労働政策審議会が公表した『時間外労
働の上限規制等について』と題する建議（以下「審議会建議」といいま
す）では、勤務時間を客観的な方法（タイムカードなど）で管理すべきこ
とを、法令で明確に定めることが検討されていますので、キチンと管理で
きていない場合には、今のうちに適切な時間管理を始めるべきです。

中小企業経営者の高齢化に伴い、「事業経営を誰にどのように承継するか」と言う『事業承継

問題』が年々深刻度を増しています。政府も、中小企業の事業承継が円滑に進まなければ、廃業

する事業者が増え、地域経済にも悪影響を及ぼす可能性があることから、昨年１２月５日に「事業

承継ガイドライン」を改定・公表し、全国各地に相談窓口である「事業引継ぎ支援センター」を

設置して、支援体制を強化しています。

社会の支援体制が整備される中、事業承継問題を更に深刻化させる事態が日本経済全体を揺る

がしています。それは、全国・全業種的な人手不足問題です。

これまでの事業承継対策は、後継者の経営権確保・相続税負担の軽減と言うテーマが主流でし

た。しかし今後は、これらは勿論のこと、近い将来後継者が経営を承継した時に、人材採用難・

頻繁な離職・労使関係のトラブル・組織活力の弱さなどで苦労しないよう、今、現経営者が人事

労務マネージメントの改革を行うことが最も重要となっています。

１．人事労務のコンプライアンス（法令遵守）とマネージメント

大企業は、社会的責任の重さから、早くから人事労務コンプライアンスや適切な人事労務マ

ネージメントを行っていますが、中小企業の多くは大きく遅れているのが実態です。近い将来後

継者が苦労しないよう、現経営者が改革を行うべきことが多数存在します。

経営のアドバイス

事業承継対策としての人事労務マネージメント改革
株式会社 むらずみ経営

税理士法人 むらずみ総合事務所
代表取締役・代表社員・税理士 玉木 祥夫
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経営のアドバイス

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

２
過重な
時間外労働

適切な労働時間管理で把握された法定時間外労働時間（１日８時間を超
える時間と１週４０時間を超える時間）が累積すればするほど、労働者の心
身の健康が害される可能性が高くなります。また、過重な時間外労働が多
いと、採用面や人材定着面でも不利に働き、人材の確保が益々困難になり
ます。

そこで、雇用主には、労働者一人一人について、１ケ月の時間外労働時
間の合計が原則として４５時間を超えないよう、マネージメントすることが
求められています。

審議会建議では、現在は行政指導としての時間外労働の上限規制を、罰
則のある法令に格上げすることが検討されています。また、対応の進んだ
中小企業は、若年人材の確保上有利に働くよう、自主的に自社の時間外労
働の状況（少なさ）を公表しています。

今後、経営者は、時間外労働を見て見ぬふりをするのではなく、自身で
実態を把握し、抜本的な業務の効率化のための工夫や設備投資、不採算業
務からの撤退などを英断し、先頭に立ってその実現に向け努力しなければ
なりません。

３
３６協定の
締結

そもそも、労働者に法定労働時間を超えた時間外労働をさせるために
は、一般に「３６協定」と呼ばれる労使協定を結ばなければなりません。し
かし、中小の企業や団体では、時間外労働があるにも拘わらず、３６協定が
締結されていないケースが多くあります。

これは現行の法制上でも、明確な労働基準法違反となりますので、直ち
に職場で周知し、未締結だった場合は不注意について経営者自らがお詫び
し、理解を得た上で協定を締結しなければなりません。

４ 管理監督者

多くの中小企業経営者は、管理監督者については、時間外労働手当の対
象外となることをご存知です。

しかし、労働基準法上の「管理監督者」とは、どんな立場にある人なの
かを正しく理解せず、都合良く解釈（役職が店長なら無条件に管理監督者
に該当など）しているケースが少なくありません。

店長であれば、人材の採用・解雇・給与決定・勤務シフト決定などの権
限が与えられ、自らの勤務時間について裁量を持ち、給与面では一般の労
働者に比して明らかに高待遇であるなどの条件を満たさなければ、管理監
督者に該当しません。

条件を満たさないのであれば、条件を満たすような人材登用を行うか、
一般の労働者と同じように、時間外労働手当を支払うようにしなければな
りません。
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経営のアドバイス

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

５
時間外労働
手当の支払

３６協定を締結しても、法定時間外労働があれば、その時間に応じ時間外
労働手当を支払わなければならず、これに違反すると、現行の法制上、明
確な労働基準法違反となります。

適切な労働時間管理が行われていて、時間外労働手当が支払われていな
いケースは少ないと思います。問題は、残業代込と言うアバウトな給与の
取決めだったり、適切な労働時間管理が行われていなかったり、労働時間
を少なくなるよう操作していたり、管理監督者の定義を都合よく考えてい
るケースです。

後者の場合、労働基準監督署の立入調査が入ると、全ての労働者の勤務
実態が明らかにされ、膨大な時間外労働に対する手当の支払を求められま
す（最長２年間分）。そうなると、金額によっては、企業の存続にも影響
するようなコスト負担になりますので、今、解決しなければならないので
す。

直ぐに時間外労働をゼロにすることは困難ですし、中小企業の場合は、
全ての時間外労働に手当を支払えるだけの収益力がないのが現実です。こ
のような場合には、職場意識改善助成金などの負担軽減施策を活用して、
社会保険労務士や人事労務コンサルタントなど専門家の支援を受け、解決
を目指すことが大切です。

６
労働者への
周知

就業規則や労使協定の新設・改正は、その内容を労働者に周知（経営者
自らが労働者を集めて説明するのがベスト）し、その上で、過半数の労働
者を代表する者から意見を求め、あるいは書面で同意を得ることが必要で
す。

しかし、中小企業の中には、必要な周知を行わず、書類だけ作成して済
ませていると思われるケースがあります。このように体裁だけ繕うと、不
満を抱えた退職者が労働基準監督署に相談したことがキッカケで、周知の
実態がない悪質な労働基準法違反事案として立入調査が行われる可能性が
高くなります。従って、就業規則や労使協定の新設・改正については、誠
意をもって分かり易く労働者へ説明しなければならないのです。

７
労働環境の
整備

�ハラスメン
ト体質

何がハラスメントに該当するか、受ける側の感じ方によ
る部分も大きいのですが、少なくとも次のようなことが職
場において見過ごされていないかチェックする必要があり
ます。
① 謙虚さに欠けた上司（特に部下に高圧的な態度を取る

上司など）がいないか
② 丁寧なサポートなしに能力を超える仕事を割当ていな

いか
③ 過重な時間外労働をしなければ処理できないのは明ら

かなのに仕事の受注や企画を開始していないか
④ 育児や介護をしながら働いている人を傷つけるような

言動がないか（「定時で退社出来て羨ましいわ」・・と
言うような嫌味レベルのものを含む）

⑤ 男女限らず他の陰口を言う従業員がいないか
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経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

７
労働環境の
整備

�若手未経験
者を歓迎・
育成できる
風土

最近、中小企業の経営者から、「うちのベテラン従業員
が、せっかく入社してくれた若手に仕事を教えようとしな
くて困まる…」と打ち明けられたことがあります。

若手未経験者を歓迎しない組織風土があるのであれば、
簡単に解決できる問題ではありませんが、若手の育成をベ
テラン従業員の付随業務ではなく本来業務の一部と位置付
けると同時に、育成を担当することに対する手当などを僅
かでも支給するなどして、意識改革の促進を図ることが必
要です。

�快適かつ清
潔で女性に
配慮した職
場環境

冬でも夏でも寒暖を感じない快適な作業環境で、かつ清
潔感があり衛生面やプライバシーにも配慮された職場…と
理想を言えばキリがないのですが、次のような状況は、従
業員の応募や定着率に直結する問題になっているので、早
急に改善が必要です。
① 耐えられないくらい寒い（暑い）
② トイレが男女共用
③ 汚い（トイレ、床、机など）
④ その汚いところを掃除させられる
⑤ 嫌な匂いの発生源がある
⑥ 建物が古く①～⑤などを連想させる（最近の応募者は

面接前に職場の様子を見に来るのが普通）

８
将来のポス
トや給与水
準の目安

今や人材獲得競争となっていますので、特に年齢的に転職が容易な４０代
位までの従業員は、より魅力的な職場（職場環境、組織風土、仕事内容、
将来も含めた給与など）への転職を考えていると捉える必要があります。

そこで、この職場において、具体的にどのように能力やスキルを身に付
けたら、組織上の役職（ポスト）が上がり、どんな仕事が任され、どれ位
給料がアップするのか、目安を提示することが必要です。

このような目安は「キャリアパス」とも呼ばれ、在籍する従業員の定着
だけでなく、応募者に提示することで新規採用の場面でも良い効果を期待
できます。
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経営のアドバイス

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

連番 項目 経営上のチェックポイントと現経営者が成すべきこと

９
守るべき従
業員を守る
こと

働く人は、ロボットではなく生身の人間です。有能な人でも、不摂生せ
ずとも病気で体調が優れなかったり、自然の摂理で加齢により能力・意欲
が低下します。また、本人のことだけでなく、家庭や家族のことで悩みや
心身の負担を抱えることもあり、そのような状況でも生活のために働かざ
るを得ず、職場で１００％潜在能力を発揮できなかったり、ちょっとした不
注意でミスし、お客様からのクレームに発展することもあります。

また人手が足りないと、責任感の強い人に業務が集中し、放置すると、
その人の心身の健康が害される位、苦しい状況に追い込まれることがあり
ます。

これからの中小企業は、働く人一人一人について、このような困難な事
情を抱えていないかをタイムリーに察知し、温かい言葉を掛け、励まし、
時には経営者自らが、対処や判断が難しい業務を担当し、クレーム処理の
先頭に立ち、他の従業員の支援を仰ぐために頭を下げる…従業員を思い遣
り、守ることが大切です。守られていると感じるからこそ、忠誠心が生ま
れるのです。

これは、大企業では真似できない「最強の人事労務マネージメント」で
あり、中小企業だからこそできる「人材定着術」です。現経営者には、こ
のような人事労務マネージメントを確立し、後継者に引継ぐことが求めら
れます。

従業員を思い遣り、守るための第一歩が、日頃のコミュニケーションで
す。現場や職場を回って声を掛け、あるいは個別面談などの機会を設定
し、謙虚に耳を傾けることが基本です。

２．後継者の人心掌握力

後継者には、現経営者が長い時間を掛けて築いた組織や人間関係を上手に引継ぎ、自分が信じ

る経営の理想の実現に向け、「組織を活性化する力」が求められます。ここで後継者が陥り易い

罠は、『権力（地位）や論理で、組織を動かせる』と誤解することです。論理的な思考に優れた

有能な後継者こそ、陥り易い罠です。人間は、理屈だけでなく、感情に大きく左右される存在で

あることに気付き、人心掌握力を高めるような工夫が必要になります。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

連番 項目 経営上のチェックポイントと現経営者が成すべきこと

１０

どれ位まで
の人材不足
に耐えられ
るか

新しい人材が採用できず、従業員が一人、また一人と離職し始めると、
残った従業員の負担が更に過重となり、負担が過重となった従業員が辞め
ると言う、恐ろしい負のスパイラルに陥る可能性があります。

人材採用・人材定着の施策が成果を生まず、従業員が減り始めたときに
困らないよう、次のような視点で、どれ位までの人材不足に耐えられるの
か、財務的な検証をしておくことが必要です。
� 従業員が確保できなかったとき、どの（どこからの）仕事から手を引

くのか、優先順位を明確にしておくこと
� その結果売上と粗利益はどれ位減るのか
� 人件費の減少以上に粗利益が減少するのであれば、どこまで固定費の

削減で吸収できるのか

１１

昇給財源の
検証（給与
の年齢構成
分析）

８の『将来のポストや給与水準の目安』にも関係しますが、人材定着の
ためには、毎年、世間相場程度の昇給を実現させなければなりません。こ
の問題を検討する際に重要なのが、自社の給与の年齢構成分析をすること
です。

下表は、縦軸に年収、横軸に年齢を設定した、ある企業の従業員の一人
一人の年齢と年収の分布を表した図です。

この企業は、丸い線で示した５０歳以上の従業員の年収が他の世代に比べ
て明らかに高いので、この企業の売上高（給与配分原資である付加価値
額）が増えなくても、５０歳以上の従業員のリタイアにより削減された給与
が、次の世代の昇給原資になりうることが分かります。

しかし、もしも５０歳以上の比較的年収の高い人材がいない企業の場合に
は、売上高（付加価値額）そのものを増やせるような事業ビジョンを描か
なければならないことになります。

３．人事労務対策の立案に役立つ財務的検証

人事労務問題の対策を検討するためには、人材が確保できなくなったときの財務的な影響や、

長期的な人材定着のために必要な人件費コストの把握など財務的な検証が重要となります。
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４．終わりに

今年４月の有効求人倍率が、１９９０年前後のバブル経済時代の数値を超えたと報道されました

が、バブル経済時代の人手不足と現在のそれは、根本的に違うように思います。バブル経済時代

は、好景気を背景に事業拡大を図る大企業が、思うように人材を確保できない現象が中心だった

と思います。しかし、今は、若年人口の減少が背景にあり、普通に事業経営を行う中小企業さえ

も人手を確保できない状況なのです。今後若年人口が更に減少すれば、確実に深刻度を増します

ので、事業承継を控えた中小企業は、後継者が苦労しないよう、人事労務マネージメントの改革

を早急に着手する必要があるのです。

以上
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≪ポイント≫

○情報セキュリティ犯罪は日々変貌している

○情報セキュリティ事故が起きれば経営に影響する

○経営者のリーダーシップの下で情報セキュリティ対策を進める

はじめに

今や企業にとって、情報はデジタル化され、データはパソコンやファイルサーバーに格納し、

社外とのやり取りは電子メール等インターネットを利用しているのが実態だと思います。また、

インターネットを利用することにより、物を発注するにしても、代金を支払うにしても、すべて

オフィスのパソコンで行うことができる様になってきています。便利になった一方、セキュリ

ティ面でのリスクを認識し、安全対策を考えていかなければなりません。

例として、インターネット利用のリスクを考えてみたいと思います。インターネットの世界

は、その仕組み上、いわば郵便ハガキでやり取りしている様なものであり、通信内容は外部者か

ら見られていることを認識する必要があります。そのため、電子メールでデータを送信する際に

は内容が見られない様に暗号化する等の対策が必要になってきます。また、暗号化していてもそ

の解読パスワードを別送の電子メールで送られるということが見受けられますが、それも見られ

ているということに留意する必要があります。一方、不審な電子メールを開封してしまいウイル

スに感染したとか、悪意のあるウェブ画面を閲覧してしまいウイルスに感染したとかはよく聞く

話だと思います。その様な操作を伴わなくても、パソコンをインターネットに接続しているだけ

でWindows等の基本ソフトウェアの脆弱性を突いた標的型攻撃によりウイルスに感染するケース

もあります。ウイルスに感染するとパソコンが遠隔操作で操られたりし、最近ではランサムウェ

アと言って、パソコンに格納しているデータを利用できないように暗号化してしまい、攻撃者が

データを復元するための身代金を要求する手口も出てきております。ウイルス対策だけでなく、

データのバックアップ取得等の対策も必要となってきます。

パソコンをインターネットに接続していなければ安心かといえばそうでもありません。最近の

パソコンは無線LANに接続できる機構が標準で装備されています。USBメモリー等を介してウイ

ルスが持ち込まれれば、そのウイルスによりパソコンを無線LANに接続して通信を開始し、パ

ソコンが乗っ取られることもありえます。カメラ機構も標準で装備されていますので、遠隔操作

でオフィス内の動きを丸見えにすることもできます。インターネットに接続していないからと

いって、ウイルス対策を疎かにすることはできません。

それでは、情報セキュリティインシデントと考慮すべき点を考えていきたいと思います。

経営のアドバイス

情報セキュリティマネージメント
北洋システム開発株式会社

常務執行役員 加藤 千秋
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２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度

被害発生件数（件） １４９ １，９５４ １，４０８ １，５４２ ７４８

平均被害額（万円） １０１ １１３ １５５ １５８ １４７

個人平均被害額 ９７ １０５ １１０ １０５ １１１

法人平均被害額 ３０９ ２６６ ５０９ ６２５ ４１５

インターネット・バンキングによる預金等不正払戻し状況

パスワード生成器（北洋銀行のハードウェアトークン）

１．インターネット・バンキングでの被害

２０１７年６月１６日に金融庁が発表した「偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況につい

て」では、インターネット・バンキングで預金等が不正払戻しにあった被害は、それまでの百件

台の被害件数であったものが２０１３年度からは一気に千件台に増加しております。２０１６年度では

７４８件と前年度の被害件数を下回りましたが、それでも被害総額は１１億１百万円にも上り、依然

として高額の被害が続いております。一件あたりの平均被害額は１４７万円ですが、法人における

平均被害額をみると４１５万円と個人の何倍もの被害額である点に留意する必要があります。

インターネット・バンキングでの犯罪の主な手口は、フィッシング詐欺と呼ばれますが、銀行

を名乗る電子メールを利用者に送り、そのメール本文に記載されたURLのリンクを開かせます。

そこには銀行を模倣したウェブ画面を用意しておき、会員番号や暗証番号等を入力させることに

より、インターネット・バンキングを利用できる認証情報を盗み取ります。盗んだ情報をもと

に、犯罪者は利用者になりすまして不正送金を行う手口が使われていました。フィッシング詐欺

被害が増大する中、金融機関ではワンタイムパスワード方式という認証方式を導入し、不正送金

を防止する対策を進めています。それは、利用者に一回限りのパスワードを発行するパスワード

生成器を配布し、インターネット・バンキング利用時にはその時に有効なパスワード生成器で発

行したパスワードを入力しなければ取引ができない仕組みとしています。
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漏えい人数 １，５１０万６，７８４人

インシデント件数 ４６８件

想定損害賠償総額 ２，９９４億２，７８２万円

一件あたりの漏えい人数 ３万４，０２４人

一件あたり平均想定損害賠償額 ６億７，４３９万円

一人あたり平均想定損害賠償額 ３万１，６４６円

２０１６年 個人情報漏えいインシデント 概要データ

しかしながら、犯罪は巧妙化し、MITB（マン・イン・ザ・ブラウザ）と呼ばれる手口がでて

きました。これは、利用者がワンタイムパスワード等を使い銀行のウェブ画面で取引していて

も、ウイルス感染によりパソコン上でウェブ画面が操られ、送金先口座番号や金額等の通信内容

を改ざんして不正送金するものです。インターネット・バンキングを利用するパソコンには、ウ

イルス対策ソフトの導入だけではなく、金融機関が提供するセキュリティツールも導入して防御

する必要があります。

２．個人情報の漏えい事件

２０１７年６月１４日にNPO法人日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA）が発表した『２０１６年

情報セキュリティインシデントに関する調査報告書～個人情報漏えい編～』によりますと、２０１６

年の１年間で４６８件のインシデントが発生し、漏えいした個人情報の人数は約１，５１０万人、想定損

害賠償総額は約２，９９４億円にも及ぶそうです。一件あたりの平均想定損害賠償額は６億７，４３９万円

と高額な金額です。会社の信用問題にも発展しますので、経営に大きく影響する事態となりま

す。また、漏えい原因の上位３番目が「不正アクセス」であった点には留意しなければなりませ

ん。

過去の事例として、教育サービス事業会社での個人情報の漏えい事件についてみていきます。

２０１４年６月、当該事業会社は、顧客からの問い合わせにより、個人情報が社外に漏えいしている

可能性を認識し、社内調査を開始しました。調査の結果、同社が管理しているデータベースから

個人情報が社外に不正に持ち出され、約３，５０４万件分の情報が名簿業者へ売却されていることが

判明しました。個人情報が漏えいしていることが確認された顧客に対し、お詫びと報告の手紙を

送付、５００円分の金券（電子マネーギフトまたは全国共通図書カード）を用意しました。２０１５年

３月期の決算では、情報漏えいに伴う情報セキュリティ対策費２６０億３千９百万円を特別損失と

して計上、当期純損失は１０７億５百万円となりました。また、２０１５年４月の通信教育講座の会員

数は、１年前の会員の約２５％に相当する９４万人が減少しました。情報漏えいが業績に多大な影響

を与えたと考えられます。

本件に関する調査委員会の調査結果によりますと、顧客等の個人情報は同社で管理するデータ

ベースに持っていました。システムの開発・運用は関連グループ会社が行っており、その業務委

託先の元社員が情報を外部に持ち出したものです。すなわち、内部犯行により情報が漏えいした

ものです。会社が情報セキュリティ対策を怠っていた訳ではありません。ではどうして情報を持
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ち出すことができたのでしょうか。元社員は会社から貸与されたパソコンを使用し、データベー

スにアクセスできる権限を付与されていました。アクセス記録はシステムによりログとして取得

されていましたが、定期的にモニタリングを行っていませんでした。パソコンは持出しできない

ようにワイヤーロックで施錠されており、パソコンから外部メディアへのデータ書出しも許可が

ない限り禁止するルールであり、書出し行為を制御するシステムも導入しておりました。しか

し、この書出し制御するシステムをバージョンアップした際に、新機種のスマートフォンの一部

に対して書出し制御が機能しない状態になっていました。元社員は個人のスマートフォンをその

パソコンに接続したところ、データをパソコンからスマートフォンに書出しできることが分かり

犯行に及んだのでした。ログのモニタリングを行っていれば持ち出しした事実を早期に検知でき

たかもしれませんし、スマートフォン等の新技術を理解していれば持ち出しを未然に防げたかも

しれません。

本件の原因は、情報セキュリティに関する過信や、経営層を含むITリテラシー不足、性善説に

立った監査や監視等にあったとされております。

次に、公的機関での個人情報の漏えい事件の事例です。２０１５年５月に外部からの攻撃により約

１２５万件の情報が流出したものです。本件に関する検証委員会の検証報告によりますと、当該機

関のネットワークシステムと外部との間で不審な通信が行われているとの情報を得たことから攻

撃が行われていることが発覚したものです。その手口は、公開メールアドレス宛に不審メールが

送信され、受信した職員がこれを開封し、メール本文に記載されたURLのリンクを開いてしまっ

たことにより新種のウイルスに感染した事がきっかけです。しばらくして、非公開の職員メール

アドレス宛に大量の標的型メールが送信されました。きっかけとなったウイルス感染により職員

メールアドレスが流出した可能性が高いと考えられます。送信元アドレスからの通信を遮断する

等の対策を取りましたが、その後も送信元アドレスを変えながら標的型メールが送られ、その

メールの添付ファイルを一人の職員が開いてしまったことにより再びウイルス感染しました。そ

れを起点にウイルス感染が拡大、多数の不正通信が発生し、共有フォルダに保管されていた業務

情報や個人情報が外部に流出したものです。同機関での個人情報は、原則として基幹システムに

保管されていましたが、今回攻撃の対象となった情報系システムに接続する共有フォルダにも一

定の条件下では保管されていたのです。共有フォルダへの保管に際しては、アクセス権を制限す

るか、パスワードを設定するルールとなっていましたが、ルールが徹底されておらず、ルールの

遵守状況を確認できる仕組みも設けられていませんでした。また、現場では仕事の都合を優先し

て、共有フォルダに重要な情報を暗号化等せずに大量に保管していました。個人情報保護に関す

る認識が不足していたと考えられます。

本件の原因は、標的型攻撃の危険性に対する意識が不足していたこと、インシデントが発生し

た際に情報や危機感の共有がなかったことにより迅速かつ的確な対処ができなかったこととされ

ております。
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３．情報セキュリティ対策

これまでみてきたように、情報セキュリティ犯罪は日々変貌し巧妙化してきております。情報

セキュリティ事故が起きれば、金銭的な損失だけでなく、社会的信用にも影響がでます。個人情

報保護法や民法等により、法的責任、行政指導を受けることもあります。情報セキュリティ対策

が不可欠であることはお分かりいただけたと思いますが、ここで情報セキュリティ対策について

経営者が認識すべき点を考えていきたいと思います。

情報セキュリティ対策には、①ウイルス対策ソフトの導入等の技術的対策、②サーバー室への

入退室管理等の物理的対策、③社内ルール等の人的対策があります。この３種類を組み合わせて

情報セキュリティ対策を実施していくのですが、対策はこれで完璧ということがありませんし、

投資できる金額、人的資源にも上限があります。セキュリティを強化することにより利便性が損

なわれるケースも考えられます。したがって、どの水準で情報セキュリティ対策を講じるのかは

経営者が判断しなければなりません。そのため、まず、守るべき情報は何かを明確にします。次

にセキュリティリスクを把握します。そして、リスクの許容範囲はどの程度か、どの対策を優先

的に実施するのかを、経営者がリーダーシップをもって進めていただきたいと思います。

また、業務の一部を外部委託することも多くなってきています。委託先で情報セキュリティ事

故が起きれば、委託元も責任を問われます。委託する業務で取扱わられる情報は何か、それに伴

う情報セキュリティ対策はどの様になっているのかを確認しておく必要があります。情報セキュ

リティに関する取り決めや報告、監査権等を明確にしておくことが望まれます。

さらに、どんなに情報セキュリティ対策をとっていても、情報セキュリティインシデントが発

生しないとは限りません。インシデントが発生したことを想定した体制を構築しておくことや、

その訓練を実施することにより、実効性を高めることも大事です。

情報セキュリティ対策は一度策定してしまえばそのままで良いというものではなく、リスクに

変化がないか、適時見直ししていかなければなりません。経済産業省は２０１５年１２月２８日に『サイ

バーセキュリティ経営ガイドライン』を公表しました。これは、サイバー攻撃から企業を守る観

点で、経営者が認識する必要のある３原則と、経営者が情報セキュリティ対策を実施する上での

責任者となる担当幹部（CISO（最高情報セキュリティ責任者：企業内で情報セキュリティを統

括する担当役員）等）に指示すべき重要１０項目をまとめたものです。また、中小企業向けには独

立行政法人情報処理推進機構が発表している『中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン』

があります。これらを参考にされると良いでしょう。

おわりに

２０１７年５月中旬頃から、世界約１５０か国において多くのパソコン等がWannaCryというランサム

ウェアに感染する被害が発生しました。日本の大手企業でも感染が確認され、一部の業務に影響

がでました。情報セキュリティインシデントは、会社の規模や業種にかかわらず起こり得るもの

です。次々と新たな脅威が発生しています。ITもどんどん進化し、取り巻く環境も変化していき

ます。最新の情報セキュリティ動向に注視し、情報セキュリティマネージメントのPDCAサイク
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ルを回していただきたいと思います。

＜参考文献＞

［文 献］

・NTTサイバーセキュリティ研究会著『経営としてのサイバーセキュリティ』日経BP社（２０１５）

・増井敏克著『おうちで学べるセキュリティのきほん』翔泳社（２０１５）

［雑 誌］

・北海道経済連合会『道経連会報 第２４５号』２０１６．０９．１０

［出 典］

・金融庁「偽造キャッシュカード等による被害発生等の状況について」２０１７．０６．１６（http : //

www.fsa.go.jp/news/29/ginkou/20170616-1.html）（p２）

・NPO法人日本ネットワークセキュリティ協会（JNSA）「２０１６年情報セキュリティインシデント

に関する調査報告書～個人情報漏えい編～」２０１７．０６．１４（http : //www.jnsa.org/result/incident/）（p

３）

・ベネッセホールディングス「お客様情報の漏えいに関するご報告と対応について」２０１４．０９．１０

（http : //blog.benesse.ne.jp/bh/ja/news/m/2014/09/10/docs/20140910%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%

83%BC%E3%82%B9%E2%91%A0.pdf?_ga=2.237426953.881840685.1504156290-1472593731.150415

6290）（p３，p４）

・ベネッセホールディングス「個人情報漏えい事故調査委員会による調査結果のお知らせ」

２０１４．０９．２５（http : //blog.benesse.ne.jp/bh/ja/news/m/2014/09/25/docs/20140925%E3%83%AA%E3%

83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9.pdf?_ga=2.72751514.881840685.1504156290-1472593731.1504156

290）（p３，p４）

・厚生労働省「日本年金機構における不正アクセスによる情報流出事案検証委員会検証報告書に

ついて」２０１５．０８．２１（http : //www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000095311.html）（p４）

・経済産業省「サイバーセキュリティ経営ガイドラインVer１．１」２０１６．１２．０８（http : //www.meti.

go.jp/policy/netsecurity/mng_guide.html）（p５）

・独立行政法人情報処理推進機構「中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン 第２．１版」

２０１７．０５．１０（https : //www.ipa.go.jp/security/keihatsu/sme/guideline/index.html）（p５）

＜執筆者略歴＞

１９７８年北海道拓殖銀行入行、主に情報システム部門に従事。その間、営業店システムや第３次

オンラインシステムの開発等の大型プロジェクトに参画。１９９８年北洋銀行入行。北海道拓殖銀行

営業譲渡後、および札幌銀行合併時の二度の銀行システム統合を経験、システムリスク管理を長

年担当。２０１６年北洋システム開発に転籍、現職。システム監査技術者、ITストラテジスト等情報

処理技術者資格保有。
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現在、ベトナムには多くの日本企業が進出しており、その拠点数は１，６８７１に上ります。また、

活発な投資活動によって近年では道内での注目度も高まり、北海道企業が今後の海外進出を検討

している先の第１位にもなっています。２

北洋銀行では、そのようなベトナムビジネスへの関心の高まりを受け、本年４月に現地最大手

銀行であるベトナム投資開発銀行（以下、BIDV）と業務提携を行い、７月より筆者がBIDVハノ

イジャパンデスクに駐在しております。

今回は、ベトナム経済の概況と、道内企業のベトナムビジネスに対する当行のサポート体制に

ついてレポートいたします。

１．ベトナムの経済概況

ベトナムは、世界１３位の人口９，２６４万人を有し、特に首都のハノイ（７５６万人）と最大都市の

ホーチミン（８２２万人）の２大都市に人口が集中しているのが特徴です。しかしこれは公式発表

上での事であり、ホーチミン人民委員会委員長の最近の発言によればホーチミンの人口は既に

１，３００万人にも上るとされ、人口規模では東京を上回る都市になっているようです。国全体でも

２０２６年ごろには人口１億人を突破するとの予想があり、将来的には日本との人口逆転も見込まれ

ています。また、平均年齢も３０歳未満と非常に若く、豊富な労働力が期待されている国でもあり

ます。

一人当たりGDPは２，１６４USDと、日本の１７分の１程しかありませんが、こちらハノイでは３，５５３

USD３（２０１５年）、ホーチミンでは５，３１８USD４（同）に達し、都市部においては中間所得層も年々

増加する傾向にあります。経済成長率は過去１０年平均で６％を超えており、２０１６年も６．２％を達

成しました。２０１７年の予想経済成長率は６．７％に設定されており、今後も急速な経済発展が期待

されています。 ベトナム 日本

人口 ９，２６４万人 １億２，６９０万人

面積 約３３万㎢ 約３８万㎢

一人当たりGDP ２，１６４USD ３７，３０４USD

経済成長率 ６．２％ ０．５％

平均年齢 ２８歳 ４６歳

アジアニュース

ベトナムの経済概況と当行のベトナムビジネスサポート
北洋銀行ソリューション部
ベトナム投資開発銀行ジャパンデスク駐在

調査役 藤王 友喜

【表：ベトナムと日本の概況比較（２０１６年）５】

１「海外進出日系企業実態調査の結果（要約版）」外務省領事局政策課
２「道内企業の海外事業活動実態調査」JETRO北海道
３「ハノイスタイル」JETRO
４「ホーチミンスタイル」JETRO
５「ベトナム一般概況」JETRO
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日本からベトナムへの投資については、特に製造業が多く、中国リスクを意識したいわゆる

「チャイナプラスワン」の考えのもと、安価な人件費と豊富な労働力を期待した工場の進出が早

くから行われてきました。残念ながら、もともと他の都府県と比較して相対的に製造業の強くな

い北海道からは、これまでベトナムへの進出企業は多くなく、当行取引先で３０社前後に留まって

います。しかし近年では、今後見込まれる人口増加と所得上昇への期待から、ベトナムを新たな

マーケットとして捉える動きが世界的に拡大しており、北海道からも数多くの企業が今後の展開

先として注目しています。

ベトナムにおいては、食品等の輸入規制がいまだ厳しい面もありますが、最近では２０１５年に日

本産リンゴが、今年からは日本産梨が輸入解禁となり、徐々にではありますが規制が緩和されつ

つあります。この流れは豊富な食資源に強みを持つ北海道にとっても、追い風になると言え、今

後は道産食材がベトナム国内で数多く流通していくことが期待されます。

２．北海道企業の進出状況

前述の通り、北海道からのベトナムへの進出企業は多くはありませんが、関連会社「ニトリ

ファニチャー」の工場で家具製造をしている「ニトリ」さまをはじめ、ベトナムで活躍している

企業もあります。

眼鏡店を経営する「すずき」さま（根室）は、２０１３年からベトナムにおいて眼鏡店「i-

MEGANE」を展開しており、ホーチミンに２店舗を有しています。同じく眼鏡店では、「メガネ

のプリンス」でおなじみの「ムラタ」さま（札幌）が、ハノイとホーチミンで各２店舗を経営し

ています。ベトナムでは眼鏡を使用する国民が非常に多く、日本流の技術やサービスを持ち込む

ことにより、両社さまとも地元に受け入れられています。

ホーチミンの高島屋にはラーメン店「梅光軒」さま（旭川）が出店しており、地元客で非常に

大きな賑わいを見せています。

学習塾「れんせい」さま（帯広）は、２０１５年よりホーチミンでベトナム人向け学習塾を経営し

ています。ベトナムでは学校の先生が放課後に副業で生徒を教えるという教育文化が根付いてお

り、いわゆる日本の学習塾の文化がありませんでしたが、授業では行われない理科の実験等のカ

リキュラムを展開したことが受け入れられ、現在では一部公立学校の正規カリキュラムにも採用

されるようになっています。

３．最近の動向

本年８月上旬には、高橋はるみ北海道知事や当行の石井頭取をはじめとした大規模な経済ミッ

ション団がベトナムを公式訪問し、北海道のプロモーションイベントが行われました。８月７日

には、北海道庁および北海道経済連合会がベトナム計画投資省と経済交流に関する覚書を、北洋

銀行が計画投資省傘下のベトナム外国投資庁と道内企業のベトナム進出支援を目的とした覚書を

結び、今後ますます道内企業のベトナムへのビジネス展開が促進される流れになっています。

また、本年１１月には、札幌商工会議所と北海道商工会議所連合会の主催により、ホーチミンに
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おいて北海道フェアが開催され、ベトナムでの販路拡大を目指す約４０社の道内企業が販売会及び

商談会を行う予定です。ベトナムでも「北海道ブランド」に対するイメージは非常に良く、多く

のベトナム人が道産品を手にする機会を心待ちにしております。このイベントが道内企業のベト

ナムビジネス促進のきっかけとなるよう、当行としてもサポートしていきたいと考えています。

４．当行のベトナムビジネスサポート体制

ベトナムは、近年外資受入れのために各種規制が撤廃されつつありますが、実態面では現場で

の法律の運用にあいまいな点が見られる等、進出に向けた課題はまだまだ多い国であると言えま

す。また日本国内において得られる情報にも限度があり、情報も錯綜しているなど正確な情報入

手も容易ではありません。人口と所得の伸びが予想されているとはいえ、あくまでも現在はまだ

発展の途上であり、進出直後から多くの利益を獲得できるほど甘い市場とも言えません。それで

も、道内・国内の市場が縮小していく中、ベトナムが将来の魅力的な市場であることは間違いあ

りません。当行では、職員派遣により現地で構築したネットワークや、BIDV・外国投資庁との

提携を活かして道内企業のベトナム進出を全力でサポートいたします。ベトナム関連でのご相談

の際は、お気軽に北洋銀行本支店及びソリューション部海外展開支援チームまでお問い合わせく

ださい。

以上

【覚書締結式の様子】
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経済コラム 北斗星

JR北海道・路線見直し問題の留意点
去る８月２５日の北海道新聞朝刊の１面トップ記事に「JR運用益不足４６００億円、経営安定

基金発足後３０年間で」という大見出しの記事が掲載された。国鉄民営化のスタート時、経営

安定化基金（以下、基金と略）の運用の前提となる金利を年７．３％と見積もってスタ一トし

たものの、その後の金利低下等で基金の運用益が大幅に低下、これが現在のJR北海道の路

線維持が困難になった根本的原因であるとして、国は金利見積もりの失敗の責任を負うべき

であるというのが記事の趣旨かと思う。昨年１１月に、JR北海道が「当社単独では維持する

ことが困難な線区について」を公表、乗客数の状況に応じて路線廃止（バス転換等）或いは

上下分離など路線を維持する仕組みについて、関係地方公共団体等との話し合いに入りたい

との意向を示した。その後、早や１０か月が過ぎたが、協議はどの程度進んでいるのであろう

か。そこで、昨年１１月以降の本件に関する新聞記事を丹念に読んでみた。あくまで門外の立

場からではあるが、これまでの経緯について気になった事項を３点ほど述べてみたい。

第１は、国の責任についてである。国が金利見通しを誤ったという面もないわけではない

が、利用客の減少については、地域の人口減少や自動車等他の交通手段への移行などの事情

がいわば複合的に作用した結果でもある。路線確保が困難化した原因の全てを金利見通しの

誤りの故には出来ない。むしろ国が責任を負う立場にあるのは、JR北海道においては、民

営化が未だ完全には終了せず、独立行政法人「鉄道建設・運輸施設整備支援機構」を通じ、

国がJR北海道の株式を１００％保有している点に求められる。JR北海道は確かに組織形態こそ

株式会社となったが、その株式保有の形態は未だ国有なのである。JR北海道は、今年発足

後３０周年ということだが、この間、完全民有化は未だ完了していない。新聞報道によれば、

石井国土交通相は国会答弁等で「JR北海道の経営努力による対処が求められる」との答弁

に終始している由である。国は、本件に関しては正に直接の当事者であり、もっと積極的に

この問題に関与すべきである。

第２は、問題解決の方法である。国も道もそしてJR北海道自身も、JR北海道が先ず地方

と話し合って解決案を探るべきと考えているようであるが、それだけでは、「地元負担は論

外」、「（JR北海道は）窮状訴えるばかり」（７月２７日付北海道新聞朝刊）との関係自治体の反

発を招くだけの結果になりがちである。鉄道は北海道の交通インフラにとって極めて重要な

役割を有しているわけであるから、国も道も共に主体的に解決案を議論すべきである。JR

北海道は何ができるか、地方や道は何ができるか、そしてどうしてもできない部分を国に負

担してもらうという姿勢が求められるのではないか。

第３は、北海道の将来の交通体系は如何にあるべきかという総合ビジョンを明確に構築す

る必要性についてである。鉄路、空路、陸路等全体的な交通インフラの役割を明確にしたう

えで、それに基づき鉄路の位置づけと維持すべき路線を見極めていく必要がある。この点、

道において検討委員会を立ち上げての議論が始まったと聞くが、検討のスピードアップを図

ることが期待されるとともに、重要論点についてはパブリック・コメントを徴する等の配慮

が求められる。

（平成２９年９月６日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・７月の販売額は、５，３４５万円（前年同月比＋１０．４％）、レジ客数３２，２６１人（同＋１４．２％）、客単

価１，６５７円（同▲３．３％）。５月のリニューアルオープン以降、リピーターの地元客が増えたこ
とや獲れたて野菜の販売会開催などにより、販売額及びレジ客数は前年を大幅に上回った。

・６月１日より受付を開始した夏のギフトでは、一番の売れ筋は夕張メロン、次いでグリーンア
スパラ、べつかいアイスクリーム、サッポロクラシックビールとなっている。

・７月１７日の『道みんの日』に合わせて、入口前ステージなどを活用し、「道みんの日フェア」
を開催。道内各地の人気のある商品を多く取り揃え、『道みんの日』のPRを行った。

・部門別では、「そばの丸抜き」がTVで紹介されたことなどから農産品が売上増（同＋１５．２％）
となり、次いで、乳製品（同＋９．２％）、菓子類（同＋７．５％）など軒並み前年を上回る売上げ
となった。個別の商品では、以前TVで紹介された「鮭キムチ」の人気が継続しているほか、
暑い日と甘酒人気から「しろくま雪ミルク」が好調であった。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 鮭キムチ １，０００ １６０ １６０，０００
２ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ １３３ １４１，４３２
３ 日高 とろろ昆布 ６００ １３６ １１２，２００
４ 宗谷 利尻天然わかめ １，０００ ９４ ９４，０００
５ 石狩 サーモン昆布重ね巻 １，２５０ ７３ ９１，２５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ３３５ ２１５，６０５
２ 十勝 手作り餃子１２００g １，６９４ １０４ １７６，１７６
３ 十勝 手作り餃子６００g ８９８ １５７ １４０，８０７
４ 空知 特上ラム４００g ８８８ １２５ １１１，０００
５ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ ２２４ ８９，１５２

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 ギフト 夕張メロン優品２玉 ５，７００ ３６ ２０５，２００
２ 日高 グリーンアスパラ L ３７０ ５９６ １９２，９２０
３ 石狩 ギフト 富良野メロン秀品２玉 ３，９０５ ３９ １５１，７１０
４ 日高 ギフト グリーンアスパラ ２，９００ ３７ １０７，３００
５ 上川 わっさむペポナッツ１００g ９８０ １０９ １０６，８２０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 根室 べつかいのアイスクリーム屋さん ３，１４４ ３０ １０５，８５０
２ 渡島 トラピストバター １，１４３ ５９ ７０，８００
３ 石狩 しろくま雪ミルク 青ラベル ３２０ １６３ ５２，０３２
４ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ８２ ５１，６６０
５ 後志 ニセコのむヨーグルト５００ml ３４３ １１９ ４０，６９８

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ １，５４２ １，２６２，８９８
２ 十勝 マルセイバターサンド １０入 １，１１１ ５３８ ６４７，２１４
３ 石狩 白い恋人 １８枚 １，０５７ ５９６ ６２５，９８２
４ 十勝 マルセイバターサンド ５入 ５５６ ８５０ ５１０，８５０
５ 石狩 白い恋人 １２枚 ７０５ ６２９ ４４２，８１６

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２９年７月分】

（１）水産品 【７７２万円】

（２）畜産加工品 【２１４万円】

（３）農産品 【６２７万円】

（４）乳製品 【２３１万円】

（５）菓子類 【２，１３２万円】

ｏ．２５５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３５　　　　　マーケット情報  2017.09.20 16.28.08  Page 35 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 ９５．０ ０．１ ９８．６ １．１ p９４．２ △１．５ ９７．２ ０．８ ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年４～６月 r ９３．７ ０．０ ９６．５ ０．３ r ９２．７ △１．０ ９５．３ ０．５ r１０２．９ △０．１ １１２．４ △１．６
７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ r１０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ r１０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ r１０９．７ ２．２
４～６月 p９７．７ １．８ １０２．１ ２．１ p９８．６ ４．３ １００．０ １．５ p１００．９ ０．８ １１０．６ ０．８

２８年 ７月 r ９５．３ ０．１ ９７．０ ０．０ r ９４．２ １．０ ９６．０ ０．３ r１０２．２ △０．７ １１０．５ △１．７
８月 r ９４．３ △１．０ ９８．３ １．３ r ９３．６ △０．６ ９６．２ ０．２ r１００．８ △１．４ １１０．５ ０．０
９月 r ９５．３ １．１ ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ １０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ １０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ １０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ １０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 ９６．５ △０．３ r ９９．８ △１．９ ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ １００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 r ９８．５ ２．１ r１０３．８ ４．０ r ９８．７ ４．２ r１０１．１ ２．７ １０１．７ １．４ r１１１．３ １．５
５月 r ９８．１ △０．４ １００．１ △３．６ ９８．９ ０．２ ９８．２ △２．９ １００．５ △１．２ １１１．３ ０．０
６月 ９６．６ △１．５ １０２．３ ２．２ ９８．２ △０．７ １００．７ ２．５ r１００．７ ０．２ １０９．１ △２．０
７月 p９５．６ △１．０ １０１．５ △０．８ p９６．５ △１．７ １００．０ △０．７ p９９．４ △１．３ p１０７．９ △１．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 r ９５３，９０７△０．８ r １９５，２６３△１．１ r ２０２，８５０ △３．５ r ６５，６１０ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０

２８年４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４８△１．５ r ５０，９７２ △３．９ r １６，２４６ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５８ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，９００ ０．３

２８年 ７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 r ８０，４３３△０．７ r １６，３１２△０．９ r １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ r ６２，７６３ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 r ７６，４７７ １．３ r １５，５８３ ０．８ r １４，７２９ △２．３ r ４，９９５ △０．４ r ６１，７４８ ２．２ r １０，５８８ １．３
５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４
６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号

ｏ．２５５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３６～０４０　主要経済指標　※項目増  2017.09.15 17.06.51  Page 36 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４

２８年４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４ △３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１００ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４

２８年 ７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 r １０，９２０ ５．７ r ３，３１６ ５．７ r ２０，２９４ ５．６ r ４，９３３ ５．５ r １１，８０９ １．１ r ２，９６２ ０．４
５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ ５，１０４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７
６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０６４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ ５，３５５ ６．１ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。 ■「r」は修正値。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５６１，１２０ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２８８ ２．７ ３２３ ２６．８

２８年 ７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ r １０８ １３．０
４月 r ４４，２５３ ２．６ r ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ r ９７ ２９．３
５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５３ ５．０ r １１０ ３１．１
６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９２ ２．１ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３０６ ０．２ p １７８ ２４．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ ２，５００ １．２ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０

２８年 ７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７
５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６
６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２

２８年 ７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４
５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４
６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２２ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ３．０

２８年 ７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ ↑ r ２．９
５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１
６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３

２８年 ７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６８０ △２．２ １１０．０６ １９，１９７
５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１
６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１０月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６８ △９．５ １９４，９４５ △３４．５ １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
４～６月 ９１，２９５ △２．６ １８７，８９０ １０．５ ２８４，８９２ ４６．１ １８０，７６５ １６．２

２８年 ７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２８４ △１４．０ ６０，１３８ △４４．２ ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６４ △９．６ ７０，０７５ △３０．１ ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ r ６３，２９４ ７．５ r ９７，１９０ ４９．５ r ５８，５０３ １５．２
５月 ２６，６４３ △６．５ r ５８，５１２ １４．９ r １０５，９１０ ４９．６ r ６０，５７６ １７．９
６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８４ ９．７ r ８１，８７０ ３８．４ r ６１，６７０ １５．５
７月 ３２，２５５ １２．２ ６４，９５２ １３．４ p ９１，９９６ ５３．０ p ６０，７３５ １６．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，６１８ ２．５ ４，７７０，６７０ ２．７

２８年４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５

２８年 ７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３
５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３
６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）
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